
​市民集会施設建築費補助金交付要綱​

​昭和５６年４月１日​

​市民局長決裁​
​最近改正​​　最近改正　令和８年４月１日​

​（趣旨）​

​第１条　この要綱は、地域住民の福祉の向上に寄与するため、市民集会施設を新築、増築、改​

​築又は購入（以下「新築等」という。）する場合の補助金交付について、必要な事項を定め​

​るものとする。​

​（用語）​

​第２条　この要綱において次に掲げる用語の意義は、それぞれ各号に定めるところによる。​

​(1)　市民集会施設​

​特定地域の住民が主として当該地域の住民の集会、その他の用に供するために自ら設置​

​する施設をいう。​

​(2)　自治組織等​

​町内会、自治会、建設期成会等の住民の組織する団体をいう。​

​(3)　新築​

​新たに施設を作ること及び全面改築をすることをいう。​

​(4)　増築​

​既設の施設に新たに建て増しすることをいう。​

​(5)　改築​

​従前と規模が異ならない程度において建物の主要構造部の改造を行うこと（全面改築​

​を除く。）をいう。​

​(6)　購入​

​新たに施設を設置する場合に建物を買収することをいう。​

​（補助要件）​

​第３条　​​次のいずれかに該当する場合​​、その建築工事等の事業に対して予算の範囲内で市​

​民集会施設建築費補助金（以下「補助金」という。）を交付することができる。​

​　(1)　自治組織等が次に掲げるすべての項目に適合する施設の新築等を行う場合​

​ア　当該市民集会施設を設置することが、対象地域の住民の福祉向上のため、大きく寄​

​与するものであること。​

​イ　当該自治組織等の構成員の同意を得ていること。​

​ウ　新築又は購入にあっては、新築又は購入しようとしている市民集会施設から、おお​

​むね500ｍ以内に集会の用に供する施設がないこと。​

​エ　当該市民集会施設の設置場所が地域会議室の設置されている小学校区域内でないこ​

​と。​

​オ　市民集会施設の延べ床面積が、おおむね100㎡以上450㎡以内であること。​

​カ　この要綱に基づく補助により市民集会施設を新築し、又は購入している場合は、補​

​助後、相当の期間を経過し、かつ、施設の状況により補助が必要と認められるもの。​

​キ　新築にあっては、市民集会施設の建設用地が確保されていること（借地の場合は、​

​原則として設置しようとする市民集会施設の耐用年数の２分の１以上の期間が必​



​要。）。​

​ク​​　​​補​​助​​金​​の​​交​​付​​申​​請​​は​​年​​度​​１​​回​​と​​し、​​市​​長​​が​​認​​め​​た​​場​​合​​を​​除​​き、​​申​​請​​年​​度​​内​​に​​新​​築​​等​

​が完了し、第８条に定める事業実績報告書を提出できること。​

​ケ　施設の内容は、会議及び集会に必要な設備を備えていること。​

​コ　改築にあっては、工事費が50万円以上で、その内容がおおむね次のとおりであるこ​

​と。​

​　 (ｱ) 屋根の全面張替、土台替、トイレの水洗化、外・内壁の大規模な改修​

​(ｲ)​ ​高​​齢​​者​​や​​障​​が​​い​​者​​等​​の​​会​​館​​利​​便​​性​​及​​び​​安​​全​​性​​の​​向​​上​​を​​図​​る​​た​​め​​の​​整​​備​​（バ​​リ​​ア​​フ​

​リー化）​

​(ｳ) その他修繕の範ちゅうに属さないもので市長が認めるもの​

​　　　サ　新築、増築、改築における冷房機器の設置にあっては、貸室に１台も冷房機器が設​

​置されていない場合の１室分に係る冷房機器の設置であること（冷房機器設置のみの​

​申請の場合には、工事費が50万円未満であっても補助対象とする。）​

​(2)　その他特に市長が認めた場合​

​２　前項第１号の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに掲げるものは補助の対象としな​

​い。​

​(1)　土地の買収、借用又は整地等に要する経費​

​(2)　地質調査、基本設計・実施設計及びその図書に要する経費​

​(3)　外構工事で施設に付随しないもの​

​(4)　備品購入費（法令に基づき設置を義務づけられているもの及び市長が別に定めるものを​

​除く。）、事務費及び市納入金​

​(5)　既存建物の借用に関する経費​

​(6)　仮設的な工作物等耐用年数が短いもの​

​(7)　特定の団体、個人などから、設置に要する経費の全額相当の寄附を受け、住民負担を要​

​しないもの​

​（補助金の額及び限度額）​

​第４条　補助金の額は予算の範囲内で別表１「補助金交付基準」に定める額とする。​

​（補助金交付申請）​

​第５条　市民集会施設の新築等を行う自治組織等の代表者は、工事の契約締結前に市民集会施​

​設建築費補助金交付申請書（様式１）を市長に提出しなければならない。ただし、市長が認​

​めた場合はこの限りでない。​

​２　前項に規定する市民集会施設建築費補助金交付申請書には、次の各号に掲げる書類を添付​

​しなければならない。​

​(1)　事業計画書（様式２）​

​(2)　事業収支予算書（様式３）​

​(3)　工事費見積明細書​

​(4)　設計図書​

​(5)　新築、増築、改築の場合は、土地登記事項証明書等申請に係る市民集会施設の敷地につ​

​いて、当該自治組織等が権原を有することを証する書類​



​(6)　購入にあっては、家屋等登記事項証明書等申請にかかる建物が現に存在することを証す​

​る書類及び当該建物の売買に関する予約書​

​(7)　増築、改築、購入にあっては対象事業箇所の写真​

​(8)　付近見取図​

​(9)　自治組織等の規約及び役員名簿​

​(10)　建築確認申請を要する工事については、建築確認通知書の写し​

​(11)　自治組織等の承認を得ていることを証明する書類の写し​

​(12)　補助金の交付の対象となる事業の目的等に照らして補助金の交付を受けることが公益​

​上不適当と認められる法令違反等がない旨の誓約書（様式４）​

​(13)　前各号に掲げるもののほか市長が必要と認める書類​

​（補助金の決定）​

​第６条　市長は、前条の規定により市民集会施設建築費補助金交付申請書の提出を受けたとき​

​は、当該申請の内容を審査し、補助の可否を決定する。​

​２　市長は、前項の規定により補助金を交付決定した自治組織等に対しては、市民集会施設建​

​築費補助金交付決定通知書（様式５）により通知するものとする。​

​３　市長は、市民集会施設建築費補助金交付申請書を提出した自治組織等の代表者が次の各号​

​のいずれかに該当する場合は、補助金を交付しない旨の決定をしなければならない。​

​　(1)　札幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平成２５年条例第６号。以下「暴排条例」と​

​いう。）第２条第１号に規定する暴力団​

​　(2)　暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員​

​　(3)　暴排条例第７条第１項に規定する暴力団員​

​　(4)　その他補助金の交付目的に照らして補助金の交付を受けることが不適当であると市長が​

​認める者​

​（届出）​

​第７条　補助金の交付決定を受けた自治組織等（以下「交付決定自治組織等」という。）の代​

​表者は、工事に着手したときは工事着手届（様式６）を、工事が完了したときは工事完了届​

​（様式７）を遅滞なく市長に届出たうえで工事の完了確認を受けなければならない。ただ​

​し、市長が認めた場合はこの限りでない。​

​２　交付決定自治組織等が市民集会施設の新築等の計画を廃止、中止又は変更するときは、事​

​業変更等申請書（様式８）を市長に提出し、承認を得なければならない。​

​３　市長は、前項の規定による承認をした場合は、必要に応じて前条第１項の規定による交付​

​を​​決定の全部若しくは一部の取消し、又は補助金の額を変更し、交付決定自治組織等に対し​

​速やかにその旨を通知するものとする。​

​（実績報告）​

​第８条　交付決定自治組織等の代表者は、補助の対象たる工事が完了したときは、速やかに事​

​業実績報告書（様式９）を市長に提出しなければならない。​

​２　前項の事業実績報告書には次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。​

​(1)　事業収支決算報告書（様式10）​

​(2)　当該工事における契約書及び領収書の写し​



​(3)　自治組織等の役員名簿​

​(4)　集会施設の運営に関する規約（作成済の場合）​

​(5)　集会施設の写真（全景及び内部）​

​(6)　建築確認申請を要する工事については、建築検査済証の写​

​(7)　その他市長が必要と認めるもの​

​（補助金の額の確定）​

​第９条　市長は、前条の事業実績報告書が提出されたときは、当該事業内容の検査を行い、第​

​６条第２項に定める交付決定通知に付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助​

​金の額を交付決定通知に基づき確定しなければならない。この場合、確定した額及びその算​

​定基礎を市民集会施設建築費補助金確定通知書（様式11）により、交付決定自治組織等の代​

​表者に通知する。​

​（補助金の交付）​

​第１０条　市長は、前条の規定による補助金確定額の通知後、速やかに補助金を交付するもの​

​とする。ただし、市長が必要と認めたときは、事業終了前であっても補助金の全部又は一部​

​を概算払により交付することができる。​

​（交付決定の取消し）​

​第１１条　市長は、交付決定自治組織等が、札幌市補助金等交付規則（令和８年札幌市規則第​

​24号）第17条の規定に該当するときは、交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。​

​２　市長は、前項の規定による取消しをした場合は、交付決定自治組織等の代表者に対し速や​

​かにその旨を通知するものとする。​

​　（補助金の返還）​

​第１２条　市長は、第７条第３項又は前条第１項の規定により交付決定​​を​​の取消しをした場合​

​において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定め​

​て、その返還を請求するものとする。​

​２　交付決定自治組織等が、前項の規定による補助金の返還の請求を受けた場合は、速やかに​

​既に交付を受けた補助金を返還しなければならない。​

​（用途変更）​

​第１３条　この要綱により補助金の交付を受けた市民集会施設については、やむを得ない場合​

​を除き、その用途を変更し、又は処分してはならない。​

​２　前項の規定にかかわらず、やむを得ず用途の変更又は処分をするときは、あらかじめ書面​

​で市長に届け、承認を得なければならない。​

​（事業実施の調査等）​

​第１４条　市長は、必要と認めた時は補助対象事業の実施状況調査を行い、又は必要事項につ​

​いて報告させることができる。​

​（建物の寄附）​

​第１５条　本市は、補助金により新築等を行った建物に係る寄附については、受理しないもの​

​とする。​

​（書類の経由）​

​第１６条　この要綱により市長に書類を提出するときは、当該自治組織等が所在する「区」の​



​区長を経由しなければならない。​

​（施行の細目）​

​第１７条　この要綱の施行に関し必要な事項は主管部長が別に定める。​

​附　則​

​この要綱は、昭和56年４月１日から施行する。​

​附　則​

​この要綱は、昭和57年４月１日から施行する。​

​附　則​

​この要綱は、昭和58年１月１日から施行する。​

​附　則​

​この要綱は、昭和58年４月１日から施行する。​

​附　則​

​この要綱は、昭和59年４月１日から施行する。​

​附　則​

​この要綱は、昭和61年４月１日から施行する。​

​附　則​

​この要綱は、昭和62年４月１日から施行する。​

​附　則​

​この要綱は、平成元年４月１日から施行する。​

​附　則​

​この要綱は、平成３年１月１日から施行する。​

​附　則​

​この要綱は、平成４年４月１日から施行する。​

​附　則​

​この要綱は、平成６年４月１日から施行する。​

​附　則​

​この要綱は、平成10年４月１日から施行する。​

​附　則​

​この要綱は、平成14年４月１日から施行する。​

​附　則​

​この要綱は、平成15年４月１日から施行する。​

​附　則​

​この要綱は、平成23年10月４日から施行し、平成23年６月30日から適用する。​

​　　　附　則​

​　この要綱は、平成24年４月５日から施行する。​

​附　則​

​　この要綱は、平成28年４月１日から施行する。​

​　　　附　則​



​　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。​

​　　　附　則​

​　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。​

​　　　附　則​

​　この要綱は、令和６年４月１日から施行する。​

​　　　附　則​

​　この要綱は、令和７年４月１日から施行する。​

​　　　附　則​

​この要綱は、令和８年４月１日から施行する​



​別表１​

​補　助　金　交　付　基　準​

​１　補助金の算出方法​

​(1)　新築・増築・改築の場合​

​【補助対象面積×基準単価】×補助率１／２以内​

​ただし、建築単価が基準単価に満たないときは、建築単価とする。​

​　(2)　１室分の冷房機器設置の場合​

​　　　冷房機器設置に係る経費×補助率１／２以内​

​　　※(1)及び(2)の補助金交付申請が同時になされた場合、上記それぞれの方法により算出​

​した補助額を合算した額を補助金の額とする。​

​(3)　購入の場合​

​【補助対象面積×〔基準単価×残存価値率〕】×補助率１／２以内​

​ただし、購入単価が算式による額（基準単価×残存価値率）に満たないときは、購​

​入単価とする。​

​また、土地付き建物を購入する場合で、建物購入額が明確でないときは、当該土地​

​の価額を算定して、その額を控除した額を建物価額とみなす。​

​２　限度額​

​　　１，８００万円とする。​

​※バリアフリー化のみの場合には限度額を１５０万円とする。新築・増築・改築・購入​

​にバリアフリー化が含まれる場合には、上記に１５０万円を加える。​

​※１室分の冷房機器設置のみの場合には額を４０万円とする。新築・増築・改築に冷房​

​機器の設置が含まれる場合には、上記に４０万円を加える。​

​３　基準単価​

​１平方メートルあたりの基準単価は、１３万円とする。​

​４　建築単価​

​　　​​補助対象事業費／補助対象面積​

​※１室分の冷房機器の設置に係る経費は補助対象事業費から除く。​

​５　購入単価​

​　　補助対象建物購入額／補助対象面積​



​〔備　考〕​

​１　残存価値率​

​国税局減価償却耐用年数表に基づき、別表２のとおり定める​

​６　その他​

​上記各項により補助金額を確定する場合、補助確定額に１万円未満の端数が生じたとき​

​は、その端数を切り捨てしたものを補助額とする。​



​別表２​

​減​

​価​

​償​

​却​

​残​

​存​

​率​

​表​

​経　過​

​年　数​

​鉄筋・鉄骨​

​コンクリート造​

​ブロック造​

​石　　　造​

​鉄　骨　造​

​(肉厚が３mm以​

​上)​

​木　　造​

​軽量鉄骨​

​耐用年数​ ​５０年​ ​４１年​ ​３８年​ ​２４年​

​　１​

​　２​

​　３​

​　４​

​　５​

​　６​

​　７​

​　８​

​　９​

​１０​

​０．９６​

​０．９１​

​０．８７​

​０．８３​

​０．７９​

​０．７６​

​０．７２​

​０．６９​

​０．６６​

​０．６３​

​０．９５​

​０．８９​

​０．８４​

​０．８０​

​０．７５​

​０．７１​

​０．６７​

​０．６４​

​０．６０​

​０．５７​

​０．９４​

​０．８９​

​０．８３​
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